
  

様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。 
 

学校名 帝塚山大学 
設置者名 学校法人帝塚山学園 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専門

科目 
合計 

文 

日本文化 
夜 ・

通信 

8 

12 

36 56 13  

文化創造 
夜 ・

通信 
18 38 13  

経済経営 経済経営 
夜 ・

通信 
 52 60 13  

経済 経済 
夜 ・

通信 
 16 24 13  

経営 経営 
夜 ・

通信 
 50 58 13  

法 法 
夜 ・

通信 
 62 70 13  

心理 心理 
夜 ・

通信 
 17 25 13  

現代生活 

食物栄養 
夜 ・

通信 

 

47 55 13  

居住空間デザイン 
夜 ・

通信 
70 78 13  

こども 
夜 ・

通信 
49 57 13  

教育 こども教育 
夜 ・

通信 
 47 55 13  

（備考） 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 
大学ホームページにて公開している。 

https:/www.tezukayama-u.ac.jp/aboutus/disclosure/pdf/jitsumu.pdf 

 
 



  

３．要件を満たすことが困難である学部等 

学部等名 

（困難である理由） 

 

  



  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 帝塚山大学 
設置者名 学校法人帝塚山学園 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 
学園ホームページにて公開している。 

http://tezukayamagakuen.jp/organization/overview/ 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

常勤 会社役員 

2017.4.1 

～ 

2020.3.31 

法人を代表し、法人

の業務を総理する 

常勤 県教育長 

2017.4.1 

～ 

  ※ 

法人における教学

に関する事項を統

理する 

（備考） 

※学校法人帝塚山学園寄附行為第 10条第 1項第 1号の定めにより、学園長在任中を

任期とする。 

 

  



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 帝塚山大学 

設置者名 学校法人帝塚山学園 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画(シラバス)を作成し、公表して

いること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

 

授業計画（シラバス）の作成過程は、「授業計画書（シラバス）作成要領についての

規程」に定めている。具体的には、前年度秋以降に次年度のカリキュラムについて検

討し学部教授会で審議した後に各担当者に作成を依頼する。シラバス作成にあたって

は、「シラバス作成のためのＦＤ」を実施し、シラバスの意義，役割，位置付けを再確

認するために、変更点，注意点を確認するようにしている。記載する事項は次のとお

りである。 

1. 授業概要 2. 到達目標 3. 関連する授業科目 4. 授業方法 5. 履修および予

習・復習についての指示 6. 成績評価の方法と基準 7. 授業計画 8. テキスト 

9. 参考文献 

 シラバス原案が作成されたら、学部長・教科課程委員長による点検後、修正を行な

い、その後公表する。 

作成・公表時期は次のとおりである。 

作成依頼：前年 12月中旬 

入力期間：1月初旬～下旬 

点検：2月初旬～中旬 

修正：2月中旬 

公表：3月初旬 

授業計画書の公表方法 

大学ホームページにて公開している。 

https://csweb.tezukayama-u.ac.jp/syllabus/ 

campus?view=view.initial&func=function. 

syllabus.ex.frame 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 



  

（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

 

成績評価および単位認定については、「試験及び学修評価に関する規程」において、

試験方法や追試験、再試験、評価方法について規定し、『履修要項』に記載することで

あらかじめ明示している。また、個々の授業科目の授業計画書において、成績評価方

法・基準を明示し、厳格に実施している。 

具体的には、学業成績は授業科目ごとに行う試験等により評価し、100 点法によっ

て評価され、60点以上を合格とし、合格した科目には所定の単位を付与している（一

部の科目については、成績を「合」（合格）、「否」（不合格）で表示することがある。）。

評価のつけ方は、100～90点を「S」、89～80点を「A」、79～70点を「B」、69～60点を

「C」としている。 

学生は、自己の学修評価について疑義のある場合は、「学修評価に関する問い合わ

せ」を、教学支援課に提出することができる旨を同規程において定めている。提出さ

れた場合、教学支援課から授業担当者に成績をつけた根拠を問い合わせて説明を受

け、その説明を学生に伝えている。 

 

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

 

成績評価における客観的な指標として、本学はＧＰＡ制度を導入している。「ＧＰ

Ａ」は、「ＧＰＡ制度に関する運用規程」により、授業科目ごとの５段階の成績評価

（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・不可（59～０点））に対して、４から０のグレードポイント（ＧＰ）

を付与して算出している（詳細以下の表）。対象となる授業科目は、100点満点として

成績評価されるすべての授業科目等である。 

 

 

 評価 得点 グレードポイント 

合格 

S 100～90 点 4 

A 89～80 点 3 

B 79～70 点 2 

C 69～60 点 1 

合（G） 合・否で判定する科目 対象外 

認定（N） 単位認定された科目 対象外 

不合格 

不可 59～0点 0 

否 合・否で判定する科目 対象外 

辞退 履修辞退制度により履修辞退した科目 対象外 

 

 

ＧＰＡの計算方法は、対象となる授業科目について学期ＧＰＡおよび通算ＧＰＡに

区分し、各区分の定める方法により計算するものとし、計算値は小数点以下第３位を

四捨五入して表記している。 

 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 

大学ホームページにて公開している。 

https://www.tezukayama-u.ac.jp/faculty/ 

Japanese_culture/curriculum/ 



  

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

 

大学全体としてディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）を定め、これ

を踏まえ、学部においては学科ごとにディプロマ・ポリシーを定めている。大学全体

のディプロマ・ポリシーは次のとおりである。 

 

帝塚山大学（以下「本学」）は、「広い国際的視野の上に、日本人としての深い自覚

と高い識見を持ち、社会の要請に応え得る教養と創造力を備えた人材を育成する」と

いう本学の教育理念にもとづき、本学の各学位プログラムの課程を修め、所定の単位

の修得と必修等の条件を充たすとともに、以下の知識・能力・資質等を身につけた者

に卒業を認定し、学位を授与します。 

１．＜専門的知識と技能＞ 

各分野の専門的知識と技能を修得している。 

２．＜知識や技能の活用＞ 

変化する社会状況に応じて、専門的知識や技能を活用することができる。 

３．＜主体的な意識と態度＞ 

自らの目標をもち、その実現のために主体的に学ぶことができる。 

４．＜多様なコミュニケーション＞ 

文化・社会的背景の異なる多様な人々について理解し、協働することができる。 

５．＜社会人としての自立＞ 

  社会人としての責任感をもち、社会の一員として適切な行動ができる。 

 

上記のディプロマ・ポリシーを踏まえ、学部においては学科ごとにディプロマ・ポ

リシーを定めている。 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 

大学ホームページにて公開している。 

https://www.tezukayama-.ac.jp/aboutus/ 

purpose.html 
 

  



  

様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 帝塚山大学 

設置者名 学校法人帝塚山学園 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 
学園ホームページにて公開している。 

「平成 30年度事業報告書」 

http://tezukayamagakuen.jp/financial/report/ 

収支計算書又は損益計算書 
財産目録 
事業報告書 
監事による監査報告（書） 

 

 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称：平成 31 年度事業計画書   対象年度：2019年度 ） 

公表方法：学園ホームページにて公開している。 

     http://tezukayamagakuen.jp/financial/report/ 

中長期計画（名称：第 4次中期計画   対象年度：2016年度～2021年度 ） 

公表方法：学園ホームページにて公開している。 

     http://tezukayamagakuen.jp/financial/report/ 
 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 
公表方法：大学ホームページにて公開している。 

https://www.tezukayama-u.ac.jp/aboutus/disclosure/evaluation.html 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 
公表方法：公益財団法人大学基準協会のホームページにて公開している。 

     https://www.juaa.or.jp/search/detail.php?id=222&page=1#result1 

大学ホームページにて公開している。 

https://www.tezukayama-u.ac.jp/aboutus/disclosure/evaluation.html 

 

  



  

（３）学校教育法施行規則第 172条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

①教育研究上の目的、卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関す

る方針、入学者の受入れに関する方針の概要 
学部等名  文学部、経済経営学部、経済学部、経営学部、法学部、心理学部、現代生

活学部、教育学部 

教育研究上の目的 

（公表方法：『大学案内』等の刊行物や大学ホームページにて公開している。 

https://www.tezukayama-u.ac.jp/aboutus/purpose.html） 

（概要） 

帝塚山大学を設置する学校法人帝塚山学園の「社会に有為な人材を育成する」との建学

の精神に基づき、「帝塚山大学学則」第 3 条に「本学は、教育基本法並びに学校教育法に

基づき、広い国際的視野の上に、日本人としての深い自覚と高い識見を持ち、社会の要請

に応え得る教養と創造力を備えた人材を育成するために、これに適する学問を教授研究す

ることを目的とする」と大学の理念・教育目的を定めている。さらに、この理念・教育目

的を踏まえ、各学部・学科ごとに人材の養成に関する目的を「学則」に定めている。 

卒業の認定に関する方針 

（公表方法：『大学案内』等の刊行物や大学ホームページにて公開している。 

https://www.tezukayama-u.ac.jp/aboutus/purpose.html） 

（概要） 

大学全体としてディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）を定め、これを踏

まえ、学部においては学科ごとにディプロマ・ポリシーを定めている。大学全体のディプ

ロマ・ポリシーは次のとおりである。 

 

帝塚山大学（以下「本学」）は、「広い国際的視野の上に、日本人としての深い自覚と

高い識見を持ち、社会の要請に応え得る教養と創造力を備えた人材を育成する」という本

学の教育理念にもとづき、本学の各学位プログラムの課程を修め、所定の単位の修得と必

修等の条件を充たすとともに、以下の知識・能力・資質等を身につけた者に卒業を認定し、

学位を授与します。 

１．＜専門的知識と技能＞ 

各分野の専門的知識と技能を修得している。 

２．＜知識や技能の活用＞ 

変化する社会状況に応じて、専門的知識や技能を活用することができる。 

３．＜主体的な意識と態度＞ 

自らの目標をもち、その実現のために主体的に学ぶことができる。 

４．＜多様なコミュニケーション＞ 

文化・社会的背景の異なる多様な人々について理解し、協働することができる。 

５．＜社会人としての自立＞ 

社会人としての責任感をもち、社会の一員として適切な行動ができる。 

 

上記のディプロマ・ポリシーを踏まえ、学部においては学科ごとにディプロマ・ポリシ

ーを定めている。 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：『大学案内』等の刊行物や大学ホームページにて公開している。 

https://www.tezukayama-u.ac.jp/aboutus/purpose.html） 



  

（概要）  

大学全体としてカリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）を定め、これを

踏まえ、学部においては学科ごとにカリキュラム・ポリシーを定めている。大学全体のカ

リキュラム・ポリシーは次のとおりである。 

 

本学は、ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）に掲げる知識・能力・資

質等を身につけさせるため、以下のような教育内容と教育方法にもとづき、共通教育科目、

専門教育科目およびその他必要とする科目を体系的に編成し、講義、演習、実習等を適切

に組み合わせた授業を実施します。そのために、カリキュラム・マップ、カリキュラム・

ツリー、ナンバリングなどを活用し、カリキュラムの体系化を図ります。 

〈教育内容〉 

１．高校から大学への学生の円滑な移行をめざし、初年次教育を行うとともに、卒業後の

進路や生き方について考えさせるためのキャリア教育を行う。また、健康で充実した

学生生活を送れるよう、スポーツ関連科目も設ける。 

２．専門教育の基礎となる「統計・情報」「科学」「歴史・人文」「社会・文化」および外

国語を中心とする「言語リテラシー」の各分野の知識と技能を学ぶようにする。 

３．専門教育については、専門分野の体系性にもとづき、必修科目や選択科目を学年・学

期別に配置する。 

〈教育方法〉 

１．各学年・学期に少人数による演習科目を配置し、その担当教員がアドバイザーとして、

学生の学修や生活に対する助言を行う。 

２．主体的な学びを促進するために、アクティブ・ラーニングを広く推進するとともに、

地域と連携したプロジェクト型学習を推進する。 

〈学修成果の評価〉 

１．学修成果については、アセスメント・ポリシーにもとづき評価する。 

 

上記のカリキュラム・ポリシーを踏まえ、学部においては学科ごとにカリキュラム・ポ

リシーを定めている。 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：『大学案内』等の刊行物や大学ホームページ上で公表。 

https://www.tezukayama-u.ac.jp/aboutus/purpose.html） 

（概要） 

大学全体としてアドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）を定め、これを踏ま

え、学部においては学科ごとにアドミッション・ポリシーを定めている。大学全体のアド

ミッション・ポリシーは次のとおりである。 

 

本学は、教育理念に掲げた人材を育成するために、以下のことを入学者に求めます。 

〈求める学生像〉 

１．他者との対面状況で自分の意志を伝えることができること。 

２．学びたい学部・学科、研究科等の知識や技能を地域や社会で生かしたいという意欲が

あること。 

３．学びたい学部・学科、研究科等が掲げる人材養成目的を理解していること。 

〈入学までに修得すべき内容・水準〉 

１．高等学校の教育課程を幅広く修得していること。 

２．高等学校までの学びや活動などを通じて「思考力」「判断力」「表現力」を身につけ

ていること。 

３． 高等学校までの学びや活動などに主体性や積極性をもち、多様な人々と協働して取り

組んだ経験を有していること。 

 

このような入学者の選抜は、学力検査のほか、小論文、面接、集団討論、調査書などを

活用し、志願者の能力や資質を多面的・総合的に評価して実施します。 



  

上記のアドミッション・ポリシーを踏まえ、学部においては学科ごとにアドミッション・

ポリシーを定めている。 

 

 

②教育研究上の基本組織に関すること 
公表方法：大学ホームページにて公開している。 

https://www.tezukayama-u.ac.jp/aboutus/organization/ 

 

  



  

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

a.教員数（本務者） 

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ 3人 － 人 

文学部 － 10人 3人 3人 人 人 16人 

経済経営学部 － 13人 6人 1人 1人 人 21人 

経済学部 － 人 人 人 人 人 人 

経営学部 － 人 人 人 人 人 人 

法学部 － 7人 5人 人 人 人 12人 

心理学部 － 6人 4人 2人 人 人 12人 

現代生活学部 － 9人 10人 1人 人 人 20人 

教育学部 － 6人 4人 3人 人 人 13人 

全学教育開発ｾﾝﾀｰ － 5人 7人 2人 人 人 14人 

b.教員数（兼務者） 

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

 

0人 316人 316人 

各教員の有する学位及び業績 
（教員データベース等） 

公表方法：大学ホームページにて公開している。 

     https://www.tezukayama-u.ac.jp/teacher/ 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項） 

① 実施体制  

 ａ 委員会の設置状況  

本学における全学的な教育施策の企画及び開発、教育活動の継続的な整備・改善の推進及び支援、

並びにＦＤ推進の企画及び大学教育の充実と発展に寄与することを目的として「全学教育開発セン

ター」を設置し、関係する議案を審議するため、「全学教育開発センター運営委員会」を設置して

いる。  

 ｂ 委員会の開催状況（教員の参加状況含む）  

センター長の他、学部から選出された教員（各学科１名）、事務職員（３名）により、年間 11回

の会議を実施した(平成 30年度実績）。  

 ｃ 委員会の審議事項等  

教員の資質の維持向上の方策については、授業改善アンケート、公開授業、公開授業週間、学生

ヒアリング、ＦＤフォーラム等の教員の資質の維持向上に係る案件を審議している。  

② 実施状況（平成 30年度実施）  

 ａ 実施内容  

    ・授業改善アンケートの実施（前期、後期）  

  ・公開授業の実施（前期）  

  ・公開授業週間の実施(後期）  

  ・学生ヒアリングの実施  

  ・ＦＤフォーラムの開催（年３回）  

  ・シラバス作成のためのＦＤ（年 1回）  

  ・外部のＦＤ関係研修会への参加  

 ｂ 実施方法  

授業改善アンケートは、実施期間を決め、専任・非常勤を問わず全員に対して実施し、教学支援

課（学部事務共通）がその結果を取りまとめ、各教員にフィードバックした。学生ヒアリングは前・

後期の授業改善アンケート実施後に行い、授業改善アンケートだけでなく、学部の教育環境につい

て意見を聴取した。 

ＦＤフォーラムは、本学が取り組みたいと考えている課題に向けて、学内外の識者を講師として

招き、講演やグループワーク等の形式で実施している。   "  

 ｃ 開催状況（教員の参加状況含む）  



  

前期の公開授業は、各学部で２回の公開授業を実施（６月、７月）し、教授会の報告をもって検

討会を行った。後期の公開授業は全専任教員が原則全科目を公開し、１科目以上を参観し、授業終

了後公開した教員と参観した教員とで意見交換（口頭あるいはシートベース）を実施した。 

 授業改善アンケートは、前期６月、後期１１月の年間２回、原則として専任・非常勤を問わず、

実施した。 

 ＦＤフォーラムは年３回実施（５月、９月、３月）し、平成３０年度は「eラーニングを活用し

た教育方法、学生支援について」と「ワークショップ：ティーチング・ポートフォリオをつくる」

および「大人数講義型授業においてアクティブラーニングを実現するための授業デザイン」につい

て本学教員と学外の大学教員が講演し、参加者はそれぞれ、第１回（５月）62人、第２回（９月）

60人、第３回（３月）77人であった。 

 ｄ 実施結果を踏まえた授業改善への取組状況  

授業改善アンケートの結果を踏まえ、授業改善に活かすことができるように、各授業担当者から

意見聴取を継続して行った。教員からの授業改善部分については、学内サーバーで学生及び教職員

に公開した。さらに、授業改善を促すために、本学の教員が授業で工夫している点をまとめた「テ

ィーチング・ティップス集」を配付。また、公開授業の終了後に参加教員による授業検討会や意見

交換を実施し、それぞれの授業に取り入れてもらうように依頼した。 

年度のまとめとして「ＦＤ報告集」を刊行し、本学の学術機関リポジトリに公開して情報を共有

した（平成３１年３月刊行）。  

③ 学生に対する授業評価アンケートの実施状況  

 ａ 実施の有無及び実施時期 

実施している。 

    【平成 30年度実施時期】 

前期：5月 28日（月）～6月 2日（土）、後期：11月 5日（月）～11月 10日（土） 

 ｂ 教員や学生への公開状況、方法等  

授業改善アンケート（前・後期）実施後に教員から提出された「結果を踏まえた授業改善方法」

を学内サーバーで原文のまま学生及び教職員に公開した。 

 

 

 

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等 

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

文学部 110人 137人 124.5％ 600人 457人 76.2％ － 0人 

経済経営学部 210人 251人 119.5％ 420人 522人 124.3％ － 0人 

経済学部 － － － 190人 204人 107.4％ － 0人 

経営学部 － － － 240人 204人 85.0％ － 0人 

法学部 95人 128人 134.7％ 380人 447人 117.6％ － 0人 

心理学部 100人 136人 136.0％ 400人 496人 124.0％ － 0人 

現代生活学部 190人 209人 110.0％ 1060人 1159人 109.3％ － 0人 

教育学部 100人 122人 122.0％ 100人 122人 122.0％ － 0人 

合計 805人 983人 122.1％ 3390人 3611人 106.5％ － 0人 

（備考） 

「編入学」については、学則に３年次又は２年次への受け入れを定めているが、「編入学定員」は設定し

ていない。 

 

 

 

 



  

b.卒業者数、進学者数、就職者数 

学部等名 

 

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

文学部 

 

97人 

（100％） 

7人 

（7.2％） 

80人 

（82.5％） 

10人 

（10.3％） 

経済学部 

 

64人 

（100％） 

0人 

（0％） 

51人 

（79.7％） 

13人 

（20.3％） 

経営学科 

 

79人 

（100％） 

2人 

（2.5％） 

59人 

（74.7％） 

18人 

（22.8％） 

法学部 

 

67人 

（100％） 

0人 

（0％） 

63人 

（94.0％） 

4人 

（6.0％） 

心理学部 

 

109人 

（100％） 

10人 

（9.2％） 

76人 

（69.7％） 

23人 

（21.1％） 

現代生活学部 

 

305人 

（100％） 

9人 

（3.0％） 

278人 

（91.1％） 

18人 

（5.9％） 

合計 
721人 

（100％） 

28人 

（3.9％） 

607人 

（84.2％） 

86人 

（11.9％） 

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

帝塚山大学大学院、奈良教育大学大学院、奈良先端科学技術大学院大学、大阪市立大学大学院 

日本郵便㈱、㈱京都銀行、大和ハウス工業㈱、㈱近鉄リテーリング、資生堂ジャパン㈱、（一社）日本自

動車連盟、奈良県教育委員会、奈良県警察本部、鳥取県職員、京都市役所、奈良市役所、帝塚山小学校 

（備考） 

 

c.修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載事項） 

学部等名 

 

入学者数 
修業年限期間内 

卒業者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

文学部 
115人 

（100％） 

96人 

（83.5％） 

5人 

（4.3％） 

14人 

（12.2％） 

0人 

（0.0％） 

経済学部 
72人 

（100％） 

59人 

（81.9％） 

6人 

（8.3％） 

7人 

（9.7％） 

0人 

（0.0％） 

経営学部 
102人 

（100％） 

69人 

（67.6％） 

9人 

（8.8％） 

24人 

（23.5％） 

0人 

（0.0％） 

法学部 
81人 

（100％） 

59人 

（72.8％） 

9人 

（11.1％） 

13人 

（16.0％） 

0人 

（0.0％） 

心理学部 
111人 

（100％） 

100人 

（90.1％） 

4人 

（3.6％） 

7人 

（6.3％） 

2人 

（1.8％） 

現代生活学部 
336人 

（100％） 

301人 

（89.6％） 

8人 

（2.4％） 

25人 

（7.4％） 

2人 

（0.6％） 

合計 
817人 

（100％） 

684人 

（83.7％） 

41人 

（5.0％） 

90人 

（11.0％） 

4人 

（0.5％） 

（備考） 
１．心理学部の「修業年限期間内卒業者数」には、現代生活学部入学後に心理学部へ転学部して心理学部を卒業し

た者 2名を含む。（現代生活学部の「その他」2名としてもカウントしている）。 

２．心理学部の「その他」は、修業年限に達していない在籍者 2名（休学後に復学した者 1名、退学後に再入学し

た者 1名）である。 

 

 
  



  

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
（概要） 

 

授業計画（シラバス）の作成過程は、「授業計画書（シラバス）作成要領についての規

程」に定めている。具体的には、前年度秋以降に次年度のカリキュラムについて検討し学

部教授会で審議した後に各担当者に作成を依頼する。シラバス作成にあたっては、「シラ

バス作成のためのＦＤ」を実施し、シラバスの意義，役割，位置付けを再確認するために、

変更点，注意点を確認するようにしている。記載する事項は次のとおりである。 

1. 授業概要 2. 到達目標 3. 関連する授業科目 4. 授業方法 5. 履修および予習・

復習についての指示 6. 成績評価の方法と基準 7. 授業計画 8. テキスト 9. 参考

文献 

 シラバス原案が作成されたら、学部長・教科課程委員長による点検後、修正を行ない、

その後公表する。 

作成・公表時期は次のとおりである。 

作成依頼：前年 12月中旬 

入力期間：1月初旬～下旬 

点検：2月初旬～中旬 

修正：2月中旬 

公表：3月初旬 

 

 

⑥ 学 修 の 成 果 に 係 る 評 価 及 び 卒 業 又 は 修 了 の 認 定 に 当 た っ て の 基 準 に 関 す る こ と  
（概要） 

 

成績評価および単位認定については、「試験及び学修評価に関する規程」において、試験方

法や追試験、再試験、評価方法について規定し、『履修要項』に記載することであらかじめ明

示している。また、個々の授業科目の授業計画書において、成績評価方法・基準を明示し、厳

格に実施している。 

具体的には、学業成績は授業科目ごとに行う試験等により評価し、100 点法によって評価さ

れ、60 点以上を合格とし、合格した科目には所定の単位を付与している（一部の科目について

は、成績を「合」（合格）、「否」（不合格）で表示することがある。）。評価のつけ方は、

100～90点を「S」、89～80 点を「A」、79～70点を「B」、69～60点を「C」としている。 

学生は、自己の学修評価について疑義のある場合は、「学修評価に関する問い合わせ」を、

教学支援課に提出することができる旨を同規程において定めている。提出された場合、教学支

援課から授業担当者に成績をつけた根拠を問い合わせて説明を受け、その説明を学生に伝えて

いる。 

また、具体的には、修学の成果として、ディプロマ・ポリシーを以下のように定めている。 

帝塚山大学（以下「本学」）は、「広い国際的視野の上に、日本人としての深い自覚と高い

識見を持ち、社会の要請に応え得る教養と創造力を備えた人材を育成する」という本学の教育

理念にもとづき、本学の各学位プログラムの課程を修め、所定の単位の修得と必修等の条件を

充たすとともに、以下の知識・能力・資質等を身につけた者に卒業を認定し、学位を授与しま

す。 

１．＜専門的知識と技能＞ 

各分野の専門的知識と技能を修得している。 

２．＜知識や技能の活用＞ 

変化する社会状況に応じて、専門的知識や技能を活用することができる。 

３．＜主体的な意識と態度＞ 

自らの目標をもち、その実現のために主体的に学ぶことができる。 

４．＜多様なコミュニケーション＞ 

文化・社会的背景の異なる多様な人々について理解し、協働することができる。 



  

５．＜社会人としての自立＞ 

社会人としての責任感をもち、社会の一員として適切な行動ができる。 

学部名 学科名 
卒業に必要となる 

単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

文学部 
日本文化学科 124単位 有・無 48単位 

文化創造学科 124単位 有・無 48単位 

経済経営学部 経済経営学科 124単位 有・無 44単位 

経済学部 経済学科 124単位 有・無 44単位 

経営学部 経営学科 124単位 有・無 44単位 

法学部 法学科 124単位 有・無 48単位 

心理学部 心理学科 124単位 有・無 48単位 

現代生活学部 

食物栄養学科 124単位 有・無 48単位 

居住空間デザイン 

学科 
124単位 

有・無 
48単位 

こども学科 124単位 有・無 48単位 

教育学部 こども教育学科 124単位 有・無 48単位 

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 公表方法： 

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項） 
公表方法：広報誌「大学通信帝塚山」（保護者等への送付） 

 

 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 
公表方法：大学ホームページにて公開している。 

     https://www.tezukayama-u.ac.jp/aboutus/campus/ 

 

 

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考（任意記載事項） 

文学部 

日本文化

学科 
860,000円 180,000円 142,000円  

文化創造

学科 
860,000円 180,000円 172,000円  

経済経営

学部 

経済経営

学科 
860,000円 180,000円 142,000円  

経済学部 経済学科 860,000円 180,000円 142,000円  

経営学部 経営学科 860,000円 180,000円 142,000円  

法学部 法学科 860,000円 180,000円 142,000円  

心理学部 心理学科 860,000円 180,000円 192,000円  

現代生活

学部 

食物栄養

学科 
860,000円 180,000円 402,000円 

 

居住空間

デザイン

学科 

860,000円 180,000円 172,000円 

 

こども 

学科 
860,000円 180,000円 282,000円 

 

教育学部 
こども 

教育学科 
860,000円 180,000円 282,000円 

 

 



  

⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

（概要） 
 学部の教育だけではなく、学生の基礎学力の強化・充実、就職試験のバックアップ等の

ために、学習支援室を開設。専従の教職員を配置し、適時指導にあたっている。高等学校

から大学への学習がスムーズに移行できるように、ノートの取り方やレポートの書き方な

どの講座も実施している。また、国際化が進む社会において、English Loungeを開講する

など、学内にいながらにしてネイティブスピーカーから生きた英語を学ぶことのできる機

会を設けている。 

履修指導については、授業開始前に履修ガイダンスや履修相談会を行うほか、アドバイ

ザー教員が担当する学生全員と年 2 回以上の面談を行うなど、きめ細かな個別指導を行っ

ている。これとは別に、欠席過多の学生や成績不振者などに対しては、アドバイザー教員

による電話連絡や面談等、個別指導を随時行っている。個々の学生の面談記録はコミュニ

ケーションシート等と呼ばれる学生カルテに入力し、情報共有することで、学部・学科の

教員が連携して学生支援にあたっている。学生の修学支援をはじめ、大学生活全般につい

て理解を深めることを目的として、毎年保護者を対象とした「保護者教育懇談会」や「就

職説明会」を開催している。頑張った学生に対しては、「学長表彰」「学部褒賞」などの学

生褒賞制度を整備し、一定のルールに基づいて学生を表彰している。 

 

b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要） 

低学年次（1～2 年次生）においては、将来の目標やライフプランを意識し、考えるた

めの動機付けを行っている。「キャリアデザインⅠ、Ⅱ」「インターンシップⅠ」などの

授業の履修を通じて自身の将来像を考え、就職活動へスムーズに移行できるようにするた

めの意識の醸成を行っている。また、公務員、教員採用試験などへの受験対策講座も併せ

て開講している。3 年次生になると「インターンシップⅡ」において就業体験を行い、仕

事理解を深めることに注力している。就職活動や就職後を見据えた支援講座「就職力・自

己開発ゼミナール」を開講し、受講を促している。キャリアセンターにおいて 3 年生全員

と面談を行い、卒業後の進路・就職についての希望、方向性を確認し、自己理解や仕事内

容の理解を深め、自らの意思で自立的に進路選択することができるように支援を行ってい

る。学部別に年間 4～5 回のガイダンス実施や各種講座を必要時期に応じて開催してい

る。公務員や教員を志望する学生には、試験種目に応じた受験対策講座を開講している。

4 年次生については個別カウンセリングを実施するとともに大学内において企業の採用担

当者を招いて会社説明会や選考会を開催し、参加・受験できる機会を設けている。 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要）  

学生が健康で充実した大学生活を送るとともに、心身の健康を自己管理できる能力を身

につけられるよう支援している。毎年４月に実施している学生定期健康診断を受診するこ

とを義務づけ、自身の健康状態を自己管理する支援を行っている。また、年間を通して流

行する感染症の情報を随時提供している。「こころの健康」の管理については、学生相談

室を開設して支援を行なっている。学生相談室にはカウンセラーが常駐し、学生からの

様々な相談に応じている。 

 

 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 
公表方法：大学ホームページにて公開している。 

https://www.tezukayama-u.ac.jp/aboutus/disclosure/ 

 


